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我が国港湾の技術・ノウハウの活用によるプロジェクトの一貫した支援

港湾分野では、雇用と所得を創出すべく、「川上」である計画段階において、臨海部の産業立地と港湾との一体的開発を立案する
とともに、「川中」である整備段階において、岸壁等の急速施工方法等のインフラ技術を活用している。
更には、管理・運営段階の「川下」においても、人材育成による高度なオペレーションや港湾EDIの技術移転により、効率的な運
営を実現する等、当該プロジェクトを通じて、我が国港湾の先進的な技術・ノウハウを活用した支援を実施している。

技術の概要・特徴

「質の高いインフラ」技術としての特徴

国内実績と海外実績
 「産業立地型港湾開発」(国内)鹿島港／(海外)ミャンマー (ティラワ港)
 「岸壁等の急速施工方法（ジャケット工法）」(国内)日本全国／(海外)ミャンマー (ティラワ港) ※予定
 「コンテナ用クレーン（ガントリークレーン）」(国内)５大港等／(海外)米国、マレーシア、ケニア等
 「港湾物流情報の効率化（港湾EDIシステム等）」(海外)ミャンマー ※展開中

【概要】臨海部の産業立地と港湾インフラ等を一体的に開発した「日本の成功ビ
ジネスモデル （ジャパン・モデル）」を活用し、支援対象国の雇用と
所得の創出に貢献。

産業立地型港湾開発（Industry Oriented Port Development）川上（計画）

岸壁等の急速施工方法（ジャケット工法）

【概要】工場で製作された桟橋等ジャケットを現地で基礎杭と一体化し、急速施
工・早期供用に貢献。

川中（整備）

コンテナ用クレーン（ガントリークレーン）

【概要】クレーンの軽量化による建設費用の低減や環境配慮型の港湾クレーンの
導入によるCO2排出削減を図る。また、人材育成等により、効率的なター
ミナル運営の実現に貢献。

川下（整備・運営）

川下（港湾EDIシステム等）

【概要】入出港届等の港湾関連の行政手続きを電子的に処理するシステムを構築
し、業務の大幅な効率化・簡素化に貢献。また、コンテナ物流情報を一
元的に共有・把握。

港湾物流情報の効率化

岸壁等の急速施工方法（ジャケット工法） コンテナ用クレーン（ガントリークレーン）

導入後

複数の行政機関毎に類似書類を作成し提出

導入前

コンテナ物流関係者がコンテナ
ヤード搬出可否情報等の必要な
情報を共有できていない 荷主等

統合
システムの

構築

港湾物流情報の効率化

一度の入力・送信による行政手続及
び物流の把握が可能

荷主等

コンテナ搬出
可否情報等を
一元的に共有
・把握

産業立地型港湾開発

１

民間投資等による開発

【事例】SEZ開発

公共投資(ODA活用)等
による開発

SEZ

港輸入

製造出荷 調達

輸出

道路, 電気, 上下水 , 通信
支援対象国の
・雇用創出
・税収増大

SEZ

港輸入

製造出荷 調達

輸出

道路, 電気, 上下水, 通信



【川上～川下】戦略的な人材育成の実施・支援

川上から川下にかけて、官民連携で戦略的な人材育成を実施し、日本企業のプロジェクト参画支援を実
施する。

概 要

民間企業

行政

国内 相手国

・日本企業のプロジェクト参画
・プロジェクトの計画・運営能力の向上

（行政人材育成）

＜目標＞

港湾EDIの講義（国土交通省）

官民連携 国際貢献のため、開発途上国等
の外国人を日本で一定期間に限
り受け入れ、ＯＪＴを通じて技能を
移転する制度。 （厚生労働省HPより）

現地の企業研修・訓練施設

技能研修制度等

JICAによる国内研修

国内市場

建設・運営等訓練センター

相手国内市場

民間人材育成

包括的政策支援
技術基準、BOT制度、乱開発規制、
国内研修、専門家による現地指導

業界団体等の研修

出典：国際問題研究所HP

ミャンマ-における水上
物流に関するセミナー

出典：OCDI

倉庫内作業施設

出典：総政局国際物流課

現場への専門家派遣

出典：JICA



【機密性２】

SEZ

港輸入

製造出荷 調達

輸出

道路, 電気, 上下水, 通信

日本の成功ビジネスモデル（ジャパン・モデル）として展開中

臨海部の産業立地と港湾インフラ等を一体的に開発し、雇用と所得を創出した日本の経験を日本の成功ビジネスモデ
ルとして海外展開を図る。

人材育成面では、臨海部産業立地型の港湾整備・運営を日本企業が一体的に実施することの有効性等のPRを図る。

日本の成功事例･･･鹿島開発

開発前の鹿島港（1963年）

160社を超える企業が立地する現在の鹿島港

穀物・食料品 エネルギー工業品

公共投資（ODA活用）等
による開発

民間投資等による開発

一
体
的
に
開
発

【支援対象国のメリット】
雇用創出、税収増大

【事例】SEZ開発
ミャンマー国
ティラワ地区インフラ開発等（イメージ）

凡例： 航路掘削範囲

【川上】日本の経験を活かした産業立地型港湾開発への支援

３

公共投資による臨海部の港湾開発

産業の
新規立地

雇用の創出
税収の増加
輸出の拡大

港湾周辺地域への再
投資

持続可能な
循環

誘発

● 2014年10月、ミャンマー エー・
ミン労働・雇用・社会保障大臣、
ハン・セイン運輸副大臣が視察

● 2015年4月、タイ アーコム運輸
副大臣が視察

東京

鹿島港

80km

鹿島港位置図

○製品出荷額

○人口

約20億円
(茨城県の約1%)(1960年)

約22,000億円(約2.2兆円)
(茨城県の約20%) (2013年)

57,160人
(1960年)

161,143人
(2014年)約3倍に増加

約1100倍に増加

（ジャパン・モデル）

概 要

総事業費約1,400億円のうち
70%以上が公共投資

（全国総合開発計画等）



○岸壁等の急速施工方法（ジャケット工法） ○軟弱地盤対策（CDM工法）

特徴

○工場製作による品質均一化
○工期短縮
○耐震性の向上

主な海外実績主な海外実績（予定）

○チャンギー空港及び香港国際空港等において、CDM工法
を大規模に採用し、地盤改良を実施。

○ミャンマーティラワ港

【川中】建設技術

特徴

ライフサイクル・コストを低減する日本の港湾関連技術の優位性を活用した海外展開を実施。

概 要

○低いライフサイクルコスト

○長い耐用年数や低い管理コストにより、初期投資が割高になったとしても、ライ
フサイクル・コストが縮減。

特徴

主な海外実績

○港湾技術共同研究プロジェクト（日ASEAN交通連携プロジェクトの一環）
「港湾構造物の戦略的維持管理ガイドライン」を2011年3月31日に公表。

○ベトナムとの間で「港湾施設の国家技術基準の策定に関する協力に係る覚書」に
署名。（2014年3月）

○日本で最も多くの施工実績。
○所要の強度が早期発現。
○振動・騒音・変位が少。

４

コスト

初期
コスト

時間出展：国総研資料を港湾局にて一部加工

コスト

管理コスト
ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ

時間

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの縮減



【川下】効率的なターミナル運営

５

効率的なオペレーション管理と
ドライバー等の高度な技量の活用・伝授
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世界に通用する貨物取扱効率（約40TEU/時
間）による安定的ターミナル運営

ターミナル運営において、日本企業の有する高度な技量や集貨能力を活用した海外展開を実施。

概 要

コンテナターミナルオペレーション見学（名古屋港）



電子手続き 導入前 電子手続き 導入後

約14時間※ 約1時間※

港湾EDIの導入により、港湾行政手続きが効率化し、物流情報の把握が可能となる。
2014年11月、第12回日ＡＳＥＡＮ交通大臣会合において、日本の技術・ノウハウを盛り込んだ港湾EDI導入ガ
イドラインが承認された。

＜電子手続き※導入による効果＞ ＜港湾EDI導入ガイドライン＞

【川下】港湾EDIシステムのASEAN諸国への導入支援

導入後

複数の行政機関毎に類似書類を作成し提出

導入前

コンテナ物流関係者がコンテナ
ヤード搬出可否情報等の必要な
情報を共有できていない 荷主等

統合
システムの
構築

一度の入力・送信による行政手続及び物
流の把握が可能

荷主等

コンテナ搬出
可否情報等を
一元的に共有
・把握

第12回日ASEAN交通大臣会合（マンダレー）

※書類作成から書類を各行政機関（港湾管理者・港長・税関・入国管理・検疫）に提出・受理されるまでの時間

※NACCSシステム（港湾EDIと税関手続き等の電子化システムが統合されたもの）の導入時
６

※港湾EDIシステム：港湾関連行政手続きを電子的に処理するシステム。行政手続きに加え、港湾物流の把握も視野に入れた港湾EDIシステムの展開を検討中
。

概 要



１．JOINによるｵﾍﾟﾚｰﾀｰのBOT（上物）参画支援 ＋ 円借款事業（下物）

→ｵﾍﾟﾚｰﾀｰのBOT二期事業参画、BOTに参画した建設会社等の円借款事業の受注

２．建設会社等の無償資金協力事業又は円借款事業の受注

→BOTへの建設会社等の参画

３．相手国のBOT制度、乱開発規制等への包括的政策支援

【川下】ターミナル整備・運営（PPP）へのパッケージ支援

７

概 要

民間

公共

荷役機械

航路浚渫

JOIN

JICA

ターミナルビル

BOT事業

埋立

道路、橋等

BOT事業

防波堤



JOIN（海外交通・都市開発事業支援機構）の役割と
事業支援の方針

平成27年6月

株式会社海外交通・都市開発事業支援機構
Japan Overseas Infrastructure Investment Corporation for Transport & Urban Development

資料２－３



1. 設立の背景

１

JICA JBIC NEXI
民間

金融機関

日本企業の海外インフラ市場での展開を通じ、経済の成長に寄与

<政府方針>

協調

 官民連携による施策の推進
 トップセールスの展開
 日本企業のインフラ事業への参入促進

出融資 / 技術支援 / 

マスタープラン / 調査支援 等
出資 /

事業参画（人材育成等）

【インフラ輸出の受注目標】

約10兆円 (2010年) → 約30兆円 (2020年)

「インフラシステム輸出戦略」 （経協インフラ戦略会議）より

日本の「強みのある技術・ノウハウ」を最大限に活かして、
世界の膨大なインフラ需要を積極的に取り込む

JOIN 民間企業



アセットの売却
（事業の目的が達成された場合等）

２

現地事業体（SPC）

JICA /

JBIC /

NEXI /

民間金融機関

現地金融機関

相手国政府

 事業権、サポート

2. JOINの概要・役割

Master Plan / 

Developer
E.P.C. O & M

運営・技術支援
人材育成等

交渉 出資等  融資等

現地企業

 融資 出資

民間企業

JOIN
出資金（平成27年3月現在)

約108億円（政府54億円、民間企業約54億円）
平成27年度財投計画

政府出資：372億円、政府保証：340億円



高速鉄道 高速道路

船舶海洋開発 港湾ターミナル

空港ターミナル 都市開発

３

都市鉄道

物流

3. 支援対象となる事業分野



４

日本政府

民間企業

現地事業体
（SPC）

運営管理・保守
周辺開発

公共投資
 用地
 軌道設備等

コンセッション契約
事業サポート

融資
技術協力

JOIN 現地企業
出資

鉄道事業

出資

融資

相手国政府

運営・技術支援
人材育成等

EPCコントラクター

JICA / JBIC / 民間
金融機関

【ポイント】 ①現地政府の役割、②技術体系の一体化、③周辺開発の収益の内部化

鉄道事業者

現地金融機関
融資

4. PPPによるプロジェクト・ストラクチャーの例示（高速鉄道）



5. 支援の方針 －考え方と原則－

５

政策的意義

国交省「支援基準」及びJOIN「投資運用指針」に基づき以下の方針で支援を行う。

・ 我が国の知識・技術・経験の活用

・ O&M企業の事業への参画・関与

・ 関連企業のビジネス機会の創出

・ 相手国の発展と人々に必要な事業

・ 技術移転と人材育成（事業の一環として位置付け）

事業サポート

・ 民間出資を超えない範囲での出資と責務の分担、共

同事業者として民間出資企業と役割分担

・ 政府と連携し、ファイナンス面でJBIC、JICA等と協調

し、政府一体となった支援体制を構築。ローカル通貨

建長期ファイナンスの活用

・ 必要に応じ、完工保証、コストオーバーランの対応等、

スポンサーサポートを提供

・ 政府と連携し、事業の枠組み作りに参画

・ 既往案件への出資等についても弾力的に行う

事業目的の達成

・ 主要な出資者の事業達成へのコミットメントと実施

能力

・ 相手国政府の所要の支援とリスクの負担

・ 法的枠組みとAccountability

・ EPCコントラクターの能力と実績

長期的収益性の確保

・ Manageableなリスクと長期的収益性の確保、事業継

続に必要な財務面でのサポート体制

・ ポートフォリオ全体の健全性の確保、投資事業の管

理とモニタリング

・ 事業者との間であらかじめExitについて協議

なお、支援にあたっては、上記のほか、環境社会配慮・コンプライアンスの確認を行う。



6. 支援決定プロセス

案件発掘・
持ち込み

内部での
検討

委員会での
DD開始
承認

本格的な
審査

委員会での
決定

６

出資企業と協力し、
①外部専門家によるDD

②現地実査
③ローカルパートナーの審査 等を実施

事業の進捗にあわせ支援基準及び投資運用指針に基づいて審査を行う

現地実査、相手国政府・ローカルパートナーとの協議重視

検討のプロセスでJBIC/JICA等との調整を行い、政府のアドバイス等を案件に反映

内部検討段階 事業審査段階（DD）

委員会・国交省への
報告・意見交換（随時） 認可申請・各省協議・国交大臣認可出資申請案件受付



7. 会社案内

107億9750万円（政府：54億円 民間：53億9750万円）

日本船主協会

日本造船工業会

日本道路建設業協会

日本物流団体連合会

日本民営鉄道協会

プレストレスト・コンクリート建設業協会

日本高速道路インターナショナル

三井住友信託銀行（信託口）

出資金
※平成27年4月現在

民間出資
者の内訳

港湾空港総合技術センター

海外エコシティプロジェクト協議会

海外建設協会

海外鉄道技術協力協会

全国空港ビル協会

日本埋立浚渫協会

日本橋梁建設協会

日本港運協会
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会社名
株式会社海外交通・都市開発事業支援機構
（英文：Japan Overseas Infrastructure Investment Corporation for 

Transport & Urban Development; JOIN）

東京都千代田区丸の内2丁目2番3号（丸の内仲通りビル9階）所在地
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7. 会社案内

沿革

平成26年

7月17日 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法、

株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法施行規則施行

10月14日 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構支援基準告示

10月20日 設立

代表取締役社長 波多野 琢磨

専務取締役 秋山 裕

社外取締役 竹内 敬介

社外取締役 池田 良直

社外取締役 稲川 文雄

社外取締役 工藤 禎子

社外取締役 松田 千恵子

監査役 八尾 紀子

役員
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7. 会社案内

組織図

（主な業務内容）

 取締役会、委員会の運営

 株主、行政機関、関係団

体との調整

 人事、総務、法務、広報

（主な業務内容）

 支援事業の推進

（主な業務内容）

 出融資の審査・調査

 支援事業に係るモニタリ
ング

 株式、債権等の管理

 会計、税務
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7. 会社案内

本店
所在地

〒100-0005

東京都千代田区丸の内2丁目2番3号 丸の内仲通りビル 9階

TEL： 03-5293-6700（代表） / FAX ： 03-3218-5561

E-mail ： info@join-future.co.jp
連絡先

http://www.join-future.co.jp/ウェブサイト



欧州・中央アジア・ロシア等：5件

中東・アフリカ：8件

ASEAN：20件

南西アジア: 3件

（分野別内訳）

港湾12件、鉄道8件、都市開発8件、船舶/海洋開発5件、道路/橋梁4件、物流3件、空港3件

（地域別内訳）

■ 出資相談件数 （平成26年10月～平成27年3月） ： 43件

8. 案件への取り組み

米州：7件
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